
（案）先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム審査要項

Ⅰ 本事業の趣旨

大学間及び産学の壁を越えてポテンシャルを結集し、教育内容・体制を強化すること

世界最高水準のソフトウェア技術者として求められる専門的スキルを有するとにより、

ともに、社会情勢の変化等に先見性をもって柔軟に対処し、企業等において先導的役割

を担う人材 の育成 を産学が連携して行うための 拠点 形成を支援するものでを する 教育 の

ある。

Ⅱ 本事業の審査

○ 審査の客観性を担保するため、先導的情報通信人材育成推進委員会（以下「推進委

員会」という ）は、書類審査及び面接審査を実施した上で合議審査により教育プロ。

ジェクトを選定する。

推 進 委 員 会

審査部会（必要に応じて設置）

Ⅲ 審査手順
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Ⅳ 審査方針

教育プロジェクトの選定に当たっては、次の点に留意する。

【① 総論】

①－１ 世界最高水準のソフトウェア技術者として求められる専門的スキルを有する

とともに、社会情勢の変化等に先見性をもって柔軟に対処し、企業等において

先導的役割を担う人材を育成するにふさわしい教育プロジェクトであるか。

①－２ 他大学及び民間企業との有機的な連携により、教育体制の強化及び教育内容

・方法を改善し、世界最高水準を目指した教育を行い得るものであるか。

①－３ 拠点としての目標、特徴等、コンセプトが明確であり、かつ、高度なソフト

ウェア技術者の育成を行い得るものであるか。

【② 教育プロジェクトの目標及び教育内容・方法について】

②－１ 我が国の 産業競争力の強化を担う、理論と実践力 を兼ね備え、国際 ・応用力

かつ、先見性と独創性を併せ持 つ世界最高水準のソフトウェア技術者を育った

成するものであるか。

②－２ ソフトウェア、ハードウェア、情報通信システムなどの幅広い基礎知識の上

に、産業界のニーズも見通したソフトウェアに関する実践的教育を行うことに

より、中長期的に活躍できる人材を育成するものであるか。

②－３ ソフトウェア工学の知識とともに、オペレーティングシステム（ＯＳ 、組）

込系ソフトウェア、情報セキュリティなどの様々なソフトウェア技術に関する

知識やそれを駆使する能力を備え、さらにプロジェクトマネージメントの重要

性についても十分理解できる人材を育成するものであるか。

②－４ 多様なユーザー要求 が理解 でき、大規模な情報通信システム構築をリを し、

、さらにプロジェクトマネージメントの重要性についてもードする資質を備え

た人材を育成するものであ十分認識できる人材を育成することを念頭に置いた

るか。

②－ ５ 現状におけるソフトウェア技術者育成に係る教育上の課題を明らかにした４

上で、執るべき対応策が明確であるか。

②－ ６ 拠点で行われる教育内容・方法が国際的な動向・水準に照らし妥当なもの５

か。

②－ ７ 中長期的な視点から見て、先導的な人材育成として相応しい分野及び教育６

内容・方法であるか。

②－８ 拠点において育成する学生数が、１学年当たり２０名以上であるか。

②－９ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施体制及び内容・方法等が

明確であり、かつ、適切であるか。

【③ 連携体制について】

③－１ 教員の派遣、施設設備の提供、教育プロジェクトに必要な経費等のコストシ

ェア等各種の協力について、他大学及び民間企業から明確なコミットメントを

得ているとともに、協力内容が明確であるか （それぞれ共通の目標の下にそ。

・連携する大れぞれの有するポテンシャルを最大限活用しつつ責任・役割分担

が明確であり、学及び民間企業の教育プロジェクトの運営についての権限関係

効果的に拠点の形成を行う体制となっているか 。）



【④ 教育プロジェクトの実施計画について】

④－１ 目標とする人材育成像並びに到達レベル及びその評価手法が明確であり、か

つ適切であるか。

④－２ 教育内容・方法、教材の作成などが明確であり、実現性が高く妥当なものと

なっているか。

④－３ 目標達成に必要な指導体制は、教育内容・方法に照らして十分な能力を有す

る適切な者で構成され、教育プロジェクトを実施できる体制となっているか。

④－４ 拠点で育成する学生の選抜方法（アドミッションポリシー等）が明確であり

かつ適切であるか。

④－５ 取組代表者は教育プロジェクトを実施する上で必要な権限と責任を有し、リ

ーダーシップを十分に発揮できる体制となっているか。

④－６ 教育プロジェクトを実施する上で必要なマネジメント体制（運営委員会の設

置等）が適切なものとなっているか。

④－７ 学内関係部局との連携体制が明確になっているか。

④－８ 拠点において育成する学生数が、１学年当たり２０名以上であるか。

④－９ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施体制及び内容・方法等が

明確であり、かつ、適切であるか。

【⑤ 教育プロジェクトの有効性について】

⑤－１ 教育プロジェクトの成果が情報通信分野における教育の質的向上の実現への

効果として期待できるものになっているか。

⑤－２ 教育プロジェクトの内容及び成果等について、普及方策が明確であり、他大

学への波及効果が期待できるか。

⑤－３ 産学協働による教育拠点のモデルとなることが期待されるか。

⑤－４ 学生の主体的学習機会の充実改善につながるものとなっているか。

、 。⑤－５ 十分に効果を上げられるよう 多面的な努力が払われた計画となっているか

【⑥ 教育プロジェクトの評価体制について】

⑥－１ 組織として教育プロジェクトに対しての評価を適切に実施する体制の整備又

は計画がなされているか。

⑥－２ 評価結果を教育活動の質の向上及び改善に結び付ける体制の整備又は計画が

なされているか。

【⑦ 補助期間終了後の方針】

⑦－１ 補助期間終了後、自立的かつ発展的な運営が行われるための方針及び計画が

明確に示されているか（学士課程及び博士（後期）課程における教育との一貫

性・接続性についてなど、事業期間も含む１０年間の方針及び計画が明確であ

るか 。）

Ⅴ その他

１ 開示・非開示

（１）推進委員会の審議内容の取扱いについて

① 推進委員会の会議及び会議資料は、原則、公開することとする。

ただし、次に掲げる場合であって推進委員会が非公開とすることを決定したとき



は、この限りではない。

1) 教育プロジェクトの選定・評価に関する調査審議の場合

2) その他委員長が公開することが適当でないと判断した場合

② 推進委員会の議事要旨は、原則、公開することとする。ただし、審査・評価に

関する調査・審議の場合は非公開とする。

③ 選定された教育プロジェクトは、文部科学省ホームページへの掲載等により、

広く社会への情報提供に努めることとする。

（２）委員氏名について

① 推進委員会の委員の氏名は、予め公表することとする。

２ 利害関係者の排除

○ 委員が利害関係者と見なされる場合は、 書類審査及び面接申請にかかる個別の

審査に は 参加しないこととする。ついて 、

（利害関係者と見なされる場合の例）

・委員が代表権を有する、又は、長を務める機関からの申請

・委員本人が申請担当者となっている申請

・委員が構成員となっている大学からの申請

・委員が構成員となっている企業等と連携した取組の申請

・その他委員が中立・公正に審査することが困難であると判断される申請
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